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環廃産発第070531003号

大阪府大阪市北区西天満二丁目4番4・号
　積水化成品工業株式会社
　　代表取締役社長　小野　恵造　殿

　下記のとおり廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）
第7条の5において準用する第5条の8の規定に基づく変更の認定を受けた者であること
を証する。

平成19年5月31日

　　　　　　　　　　　薩購

記

1．認定の年月日　平成17年10月21日

2．認定番号　第80号
、

3．産業廃棄物の種類

発泡ポリスチレン及び押出発泡ポリスチレン製品が産業廃棄物となったもの

　ただし、積水化成品工業株式会社が製造し、かつ販売する発泡ポリスチレン及び押出
発泡ポリスチレン製品であって、土木建設会社等の建築施工現場、材料商等の加工作業
から排出されたものを、5．　（2）の産業廃棄物の収集運搬を業として行う者19社が
回収し、5．　（3）の産業廃棄物の処分を業として行う者2社又は都道府県知事若しく
は保健所設置市長の許可を受けた産業廃棄物処理業者まで運搬し、破砕等の処理を行い、
積水化成品工業株式会社の発泡ポリスチレン製品の原材料又は当該産業廃棄物処理業者
において高炉還元剤として再生利用するものに限る。
　なお、当該産業廃棄物の回収の際にやむを得ず混合してしまったもので、当該認定に
係る一連の処理行程において適正な処理が確実に行われる同一性状の他社製品も含む。

4．処理を行う区域

日本全国



5，認定を受けた者及びその委託を受けて当該認定に係る処理を業として行う看並びに
それらの事業内容

（1）製造事業者等（認定を受けた者）

名　　　称 代表者の氏名 所　在　地
1 積水化成品工業株式会社 代表取締役社長　小野　二二 大阪府大阪市北区西天満二丁目4君

（2）産業廃棄物の収集運搬を業として行う者（認定を受けた者及び認定を受けた者か
　　　ら委託を受けた者）

名　　　称 代表者の氏名．‘ 所　在　地
1 株式会社野木屋運送 代表取締役社長　稲葉　謙一 茨城県古河市釈迦2879番地の1
2 佐藤運輸倉庫株式会社 代表取締役社長　佐藤　彰 大阪府大阪市福島区八丁目16番15一
3 塚本運送株式会社 代表取締役社長　塚本　哲夫 奈良県奈良市三条桧町17番15妄
4 株式会社ダイワ 代表取締役社長　里　耕三郎 　　　　　　　　　　司汢ｪ県京都郡苅田町松原21番の4
5 株式会社中津急行 代表取締役社長　仲　　浩 大分県中津市大字田尻崎7番地1
6 真栄運輸株式会社 代表取締役社長．綿貫　守一 神奈川県横浜市旭区西川島町82蓬
7 有限会社大工 代表取締役社長　村田　充弘 大阪府大東市南新田一丁目410雀
8 東名輸送株式会社 代表取締役社長　阿部　幸丸 愛知県小牧市小木東二丁目225謬
9 岡崎運送株式会社． 代表取締役社長　岡崎　将剛 神奈川二二ヶ崎市二間坂」丁目3理

10 株式会社五霞運輸 代表取締役社長　染谷　年治 茨城県猿島郡五霞町大字小手指577謬
11 二進運輸株式会社 代表取締役社長　永井　富夫 茨城県坂東市小山19番地の1
12 有限会社アイランドストーン 代表取締役社長　石嶋．和彦・．． 茨城県古河市下大野14・．グ3番地¢

13 有限会社藤商運輸 代表取締役社長　齋藤　希一 二葉県白井市富士二二園280番雄
14 有限会社石塚運送 代表取締役社長　石塚　正信 埼玉県春日部市益富3217番地の1
15 日本梱包運輸倉庫株式会社 代表取締役社長　黒岩　秀隆 東京都中央区明石町6番17号
16 株式会社有明 代表取締役社長　内田　國博

　　　　　　　　　．．．一　．　．　　石じ　㌧

驪ﾊ県幸手市中野158番地の1
17 滋賀運送株式会社 代表取締役社長　丸山　清司 滋賀県甲賀二水ロ町名坂840番地
18 二相琉通株式会社 代表取締役社長　八田　泰一

　∫■ﾞ良県芙理市櫟本3200番地
19 有限会社熊倉運送店 代表取締役社長　木沢　弘 茨城県古河市大堤1113番地の2

，

（3）産業廃棄物の処分を業として行う者　（認定を受けた者）

名　称 代表者の氏名 所　在　地

1 積水化成品工業株式会 代表取締役社長　小野　恵造 大阪府大阪市北区西天満二丁目4番4号

社 施設の所在地

茨城境工場茨城県猿島境町大字塚崎134

天理工場奈良県天理市森本町670番地

大分工場大分県中津市大字犬丸字秋満15
2 笠原化成株式会社 代表取締役社長　石川　幹雄 茨城県猿島郡境町塚崎1370番地1

施設の所在地

茨城県猿島郡境町塚崎13フ0番地1



6．認定の変更の状況

　　・平成コ7年「0月21日　新規認定
　　・平成18年　1月16日　変更認定
　　　（1）当該認定に係る処理を行い、又は行おうとする者の変更

　　・平成19年　5月31日　変更認定
　　　（1）当該認定に係る処理を行い、又は行おうとする者の変更

以　上
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